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■行財政改革の効果額と主な改革項目

　

平
成
17
年
度
に
、
26
年
度
ま
で
の
10
年
間

を
期
間
と
す
る
行
財
政
構
造
改
革
大
綱
と
、

こ
れ
を
具
体
的
に
実
行
す
る
た
め
の
行
財
政

構
造
改
革
・
実
行
計
画
を
作
成
し
ま
し
た
。

　

大
綱
で
は
、
４
つ
の
基
本
目
標
と
し
て
、

政
策
評
価
の
推
進
、
市
民
参
加
・
協
働
の
推

進
、
健
全
な
財
政
運
営
の
推
進
、
行
政
運
営

シ
ス
テ
ム
の
改
革
の
推
進
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

外
部
委
員
に
よ
る
市
の
政
策
・
事
務
事
業

評
価
の
実
施
や
、
市
民
参
加
条
例
の
制
定
、

公
益
活
動
団
体
と
の
協
働
指
針
の
策
定
な
ど
、

収入増加 効果額 支出削減 効果額
市税の収納率の
向上

５億5,580万円 職員数の適正化 ８億3,638万円

家庭ごみの減量
化・有料化

３億3,568万円 建設事業コスト
の縮減

６億4,231万円

未利用市有地の
処分

9,850万円 給与制度の見直し ４億9,744万円

＊効果額は、平成24年度までの額です。

平成18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

1億
  508
 万円

2億206万円

3億1,308万円

3億9,064万円

5億7,788万円
5億3,096万円

6億5,708万円

1億
7,561
 万円

2億
  874
 万円

2億
2,911
 万円

1億
6,355
 万円

1億
7,029
 万円

1億
3,747
 万円

1億
8,190
 万円

3億
4,877
 万円

3億
6,741
 万円

4億
8,679
 万円

9,698
 万円

3,980万円

2,281万円
6,261万円

市
民
参
加
・
協
働
の
制
度
を
確
立
さ
せ
ま
し

た
。
ま
た
、
市
税
の
収
納
率
向
上
、
有
料
広

告
の
掲
載
や
未
利
用
市
有
地
の
処
分
な
ど
の

財
源
確
保
対
策
、建
設
事
業
コ
ス
ト
の
縮
減
、

職
員
数
の
適
正
化
、
給
与
制
度
の
見
直
し
、

職
員
研
修
の
充
実
な
ど
、
行
財
政
運
営
シ
ス

テ
ム
全
般
の
改
革
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

財
政
支
出
の
削
減
や
収
入
の
増
加
に
取
り

組
み
、
平
成
24
年
度
ま
で
に
約
27
億
３
０
０

０
万
円
の
効
果
額
を
生
み
出
す
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。

合計
収入
増加額

支出
削減額

行財政改革推進
委員会委員長
青山浩之さん

　行財政改革推進委員会では、平成27年度
以降の新たな大綱と実行計画を作成するた
めの審議を進めています。
　委員会が重視するのは、財政の健全化と
行政サービスの向上。この２つのバランス
をいかに取るかです。改革の成果や新たな
課題を評価・点検し、住みやすいまちづく
りの一助になればと思います。
　改革によっては、市民生活に直接影響が
及ぶこともあります。取り組み状況を市民
にしっかりと伝えることも大切ですね。
　市民の視点を忘れずに、これからの世代
につながるような改革
を進めていってほしい
です。



■問合せ　行政推進課（☎ 372-3311 内線 881）
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15～
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65歳
以上

０～
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合計

■人口千人当たりのＮＰＯ法人数

■人口の推移（人）
　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
の
推

計
に
よ
る
と
、
平
成
32
年
の
人
口
は
、
22
年

と
比
べ
約
２
８
０
０
人
の
減
少
が
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。
特
に
、
労
働
力
の
中
核
を
担
う

15
〜
64
歳
の
生
産
年
齢
人
口
が
約
６
４
０
０

人
減
少
す
る
一
方
、
65
歳
以
上
の
老
年
人
口

は
約
５
６
０
０
人
増
加
す
る
見
込
み
で
す
。

少
子
高
齢
化
の
進
展
に
伴
い
、
税
収
の
減
少

や
社
会
保
障
関
連
費
の
増
加
が
続
く
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
老
朽
化
が
進
む
公
共
建
築
物
や
道

路
、
橋
な
ど
の
修
繕
・
更
新
を
進
め
る
必
要

も
あ
り
ま
す
。

　

ま
ち
づ
く
り
の
指
針
と
な
る
第
５
次
総
合

計
画
が
掲
げ
る
希
望
都
市
・
交
流
都
市
・
成

長
都
市
の
実
現
を
目
指
し
、
さ
ま
ざ
ま
な
施

策
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
市
の
魅

力
を
総
合
的
に
発
信
す
る
シ
テ
ィ
セ
ー
ル
ス

事
業
や
、
フ
ァ
ー
ス
ト
マ
イ
ホ
ー
ム
支
援
制

度
な
ど
定
住
人
口
の
増
加
を
目
指
し
た
ま
ち

づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　

一
方
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
安
定
的
に
提
供

し
て
い
く
た
め
に
は
、
引
き
続
き
行
財
政
改

革
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た

め
、
市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
や
学
識
経
験
者
・
有

識
者
・
市
民
が
委
員
と
な
る
行
財
政
改
革
推

進
委
員
会
の
意
見
な
ど
を
参
考
に
、
平
成
27

年
度
以
降
の
新
た
な
大
綱
と
実
行
計
画
を
作

成
し
て
い
き
ま
す
。

　

作
成
状
況
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
市

役
所
ご
案
内
↓
行
革
・
政
策
評
価
」
な
ど
で

随
時
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■市民アンケートの結果（平成25年実施）

　今後の行財政改革を進めるために、特にどのような改
革が必要だと思いますか。（回答は５つまで）

対象　無作為で抽出した20歳以上（1,000人）
有効回答数　39 2人（39.2％）　

＊割合が低いほ
ど、将来の負担
が少ないことを
意味します。平
成19年度決算か
ら取り入れられ
た考え方です。

平成22年までは国勢調査、32年以降は国立社会保障・
人口問題研究所の推計（平成25年３月）

　

ま
た
、
市
の
借
金
や
職
員
の
退
職
金
見
込

額
な
ど
、
市
が
将
来
支
払
っ
て
い
く
負
債
の

額
を
市
の
財
政
規
模
に
対
す
る
割
合
で
表
し

た
、
将
来
負
担
比
率
が
改
善
す
る
な
ど
の
成

果
が
得
ら
れ
ま
し
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
協
働
の
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
る

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
の
増
加
が
見
ら
れ
ま
し
た
。

平成17年度

0.20法人

平成24年度

0.47法人

■将来負担比率
＊

　（市が将来支払っていく負債の割合）　

平成19年度

104.2％

平成24年度

56.0％

平成２年 12年 22年 32年 42年 52年

32,827

47,758

40,198

57,731

38,717

60,353

32,314

57,547

27,958 22,279

10,174 8,795 8,083 6,084 4,652 3,928

8,738 13,553
19,149

20,122

52,732

20,577

46,784

　職員が地域に出向いて、行財政改革
の取り組みを分かりやすく説明します。　

4,757

市職員の意識改革・資
質向上 33％

民間委託の推進や民間
活力の導入 31％

市職員の給与の削減 25％

窓口サービスの利便性
の向上 25％

市職員数の削減 21％

市政情報の積極的な提
供・公開 20％

収入の確保 20％

公共事業の見直し 19％

規制の緩和・廃止や行
政手続きの簡素化 17％

市民参加・協働の推進 15％


